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要旨：セメント産業の廃棄物活用の貢献の程度を相対的に確認するために，セメント産業，鉄鋼産業，製紙産

業，発電（石炭火力）の製品製造を対象に環境負荷物質，資源消費，廃棄物，副産物など多領域の環境影響を

包括した評価を行った。また，副産物製造時の環境負荷配分が評価結果に及ぼす影響を考察した。その結果，

セメント産業の製品製造による環境貢献が高いことが確認でき，各産業の製造時に大きな影響を与える環境

影響領域が定量的に示された。また，副産物に対して環境負荷を重量に基づき配分することで，セメント製

造および鋼材製造の評価結果が大きく変化することが示された。 
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1. はじめに 
 セメント産業はセメント製造の際に多量のCO2を排出

することから，環境負荷の大きな産業として扱われるこ

とが多い。一方で，他産業から排出された廃棄物を多量

に受け入れ，セメント原料や熱エネルギーとして活用す

ることで環境負荷低減に貢献している。しかし，廃棄物・

副産物活用により環境負荷低減に貢献していることは，

一般的にあまり知られていない。そこで，著者らはセメ

ント産業，鉄鋼産業，製紙産業の廃棄物活用及び排出の

影響を評価し，セメント産業の廃棄物活用の貢献の高さ

を相対的に示した 1)。しかし，この評価は廃棄物活用及

び排出のみを対象としており，環境負荷物質排出や資源

消費などの環境負荷と合わせた包括的な評価は行われて

いない。セメント産業においては廃棄物活用が大きな影

響を及ぼすと評価されているが，他産業とは原料や製造

プロセスなどが異なる。このため，製造時に重要な環境

影響領域が異なる可能性があり，多領域の環境影響を包

括した評価を行う必要があると考えられる。 
 また，セメント・コンクリート分野において環境影響

評価を行う際に，副産物製造時の環境負荷はゼロとして

扱われていることが多い。これは，副産物製造時の環境

負荷はすべて主製品製造が受け持つことが前提となって

いるためである。高炉スラグ製造時の環境負荷は鋼材製

造が，フライアッシュ製造時の環境負荷は電力発電が受

け持っている。そのため，高炉スラグやフライアッシュ

などの副産物を用いた混合セメントは，環境負荷低減効

果があるとされている。しかし，2006 年に ISO140442)が

制定され，副産物の環境影響評価の取り扱いの指針が定

められた。ISO14044 では副産物は共製品つまり製品の一

つとして扱い，CO2 排出量などの環境負荷は全ての製品

に配分されなければならないとされている 2)。そのため，

副産物の使用・製造が行われる産業の評価では副産物の

環境負荷を考慮することが望ましい。 

 そこで，本研究ではセメント産業の廃棄物活用の貢献

の程度を相対的に確認するために，各産業の製品製造を

対象に環境負荷物質，資源消費，廃棄物，副産物など多

領域の環境影響を包括した評価を行った。また，主製品

が受け持っていた環境負荷を副産物に配分し，評価結果

に及ぼす影響を考察した。 

 
2. 評価方法 
2.1 評価に用いたデータ 
本研究ではセメント産業，鉄鋼産業，製紙産業，発電

（石炭火力）を評価対象とした。また，セメント産業に

関しては，星野らの論文 3)に示されているポルトランド

セメント（PC），PC に高炉スラグを 42.5%置換した高炉

セメント B 種（BB），PC にフライアッシュを 16.6%置換

したフライアッシュセメント B 種（FB）のインベントリ

データを用い，各種セメントの評価も実施した。各産業

の主なライフサイクルを図－1に示す。なお，図－1に点

線で示すように発電（石炭火力）で製造されたフライア

ッシュやせっこうの一部，鉄鋼産業で製造された高炉ス

ラグや製鋼スラグの一部はセメント産業で使用されてい

る。また，鉄鋼産業や製紙産業は自産業で製造した製品

が使用された後，副産物（鉄スクラップ，古紙）として

再利用されるといった水平循環の特徴を有している。 
評価は，天然原料の採掘から製品製造工程までを対象

とした。機能単位は基本的に 1t とし，電力のみ 1kWh と

した。なお，輸送に関しては十分なデータが得られなか

ったことから評価に含めなかった。評価に用いる各産業 
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表－1 セメント産業のデータ 

環境負荷物質 
排出量 

CO2 千 t 41279 
SOX 千 t 4 
NOX 千 t 73 

ばいじん 千 t 2 

熱エネルギー消費量 
石炭 千 t 64520 

石油コークス 千 t 8030 
重油 千 kl 430 

天然資源消費量 

石灰石 千 t 59503 
粘土 千 t 135 
珪石 千 t 2918 

せっこう 千 t 23 
廃棄物使用量 千 t 17682 

副産物使用量 

高炉スラグ 千 t 7434 
フライアッシュ 千 t 202 

せっこう 千 t 2149 
製鋼スラグ 千 t 405 

電力消費量 購入電力 百万 kWh 2320 
水消費量 新規利用水 百万 m3 61 

製品製造量 セメント 千 t 59114 
 

 
表－2 鉄鋼産業のデータ 

環境負荷物質 
排出量 

CO2 千 t 179183 
SOX 千 t 57 
NOX 千 t 86 

ばいじん 千 t 5 

天然原料及び 
熱エネルギー消費量 

鉄鉱石 千 t 136810 
原料炭 千 t 59050 
石灰石 千 t 12087 
石油系 千 t 2038 

廃棄物使用量 千 t 450 
廃棄物排出量 千 t 17497 

副産物使用量 鉄スクラップ 千 t 23900 
電力消費量 購入電力 百万 kWh 34072 
水消費量 新規利用水 百万 m3 1279 

製品製造量 
鋼材 千 t 94430 

高炉スラグ 千 t 24840 
製鋼スラグ 千 t 15080 

 

 

 
表－3 製紙産業のデータ 

環境負荷物質 
排出量 

CO2 千 t 23797 
SOX 千 t 14 
NOX 千 t 36 

ばいじん 千 t 3  
熱エネルギー 

消費量 
石炭 千 t 5134 
重油 千 t 663 

森林資源消費量 

針葉樹林国産 千 t 3552 
針葉樹林輸入 千 t 1651 
広葉樹林国産 千 t 1357 
広葉樹林輸入 千 t 9759 
パルプ輸入 千 t 1615 

廃棄物排出量 千 t 31675 
副産物使用量 古紙 千 t 17192 
電力消費量 購入電力 百万 kWh 7515 
水消費量 新規利用水 千 t 2471 

製品製造量 紙・板紙 千 t 26478 
 

 
表－4 発電（石炭火力）のデータ 

環境負荷物質 
排出量 

CO2 千 t 333540 
SOX 千 t 70 
NOX 千 t 106 

ばいじん 千 t N/A 

天然資源消費量 
石炭 千 t 102000 

石灰石 千 t 1799 
廃棄物排出量 石炭灰 千 t 8390 

水消費量 新規利用水 千 t N/A 

製品製造量 
電力 億 kWh 3537 

フライアッシュ 千 t 40 
せっこう 千 t 194 

N/A：データが得られなかった 
 

 
のデータをそれぞれ表－1，表－2，表－3，表－4に示す。

セメント産業は主にセメント協会のデータ 4,5)を使用し，

鉄鋼産業，製紙産業，発電（石炭火力）については，産

業全体を取りまとめた文献を本研究の範囲では入手でき

なかったため，複数の文献 5-19)よりデータをまとめ使用

 
図－1 各産業の主なライフサイクル 
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した。収集したデータは環境負荷物質排出量，熱エネル

ギー消費量，天然資源消費量，水消費量，購入電力量，

副産物使用量及び製造量，廃棄物使用量及び排出量であ

る。水消費量は経済産業省が公表している「工業統計調

査」6)の淡水のデータを用いた。また，製品製造時に使用

する淡水は新規利用水と回収水の二つに分類することが

できるが，回収水は工場内で循環利用されるため，新規

利用水のみを評価した。購入電力に関しては，ここでは

すべて発電（石炭火力）によるものと仮定した。国内の

電源構成において，発電（石炭火力）が占める割合は 34%
（2014 年）17)であり，現実と乖離するものの，他の発電

方式に関するすべてのデータを入手し切れなかったこと，

ならびに，後述のとおり，評価結果における購入電力の

影響が相対的に小さいことから，上記の仮定とした。 
2.2 副産物製造時の環境負荷 
副産物製造時の環境負荷は，主製品が受け持っていた

製造プロセスで発生する環境負荷を各主製品および副産

物に配分すること（環境負荷配分）により求めた。環境

負荷配分は ISO140442)に準拠した。従来，発電（石炭火

力）では電力を主製品として全ての環境負荷を受け持っ

ていたが，本研究ではフライアッシュとせっこうを副産

物と仮定し，環境負荷を配分した。ただし，本研究での

フライアッシュは JIS 規格品を示し，非 JIS 規格品は廃

棄物として扱った。従来，鉄鋼産業では鋼材を主製品と

して全ての環境負荷を受け持っていたが，本研究では高

炉スラグと製鋼スラグを副産物と仮定し，環境負荷を配

分した。配分方法は重量に基づき比例配分させる手法（重

量配分）とコストに基づき比例配分させる手法（コスト

配分）の二つの手法について検討した。ISO14044 では，

経済的性質より物理的性質に基づいた配分が望ましいと

されているが，本研究では配分手法の比較・検討のため

に二手法の配分を行った。各配分の算出式は以下の式

(1)~(3)のように表すことができる。 

 

   𝐼𝑛𝑣	(𝑋) = 𝐴𝑅(𝑋) ×,𝐼𝑛𝑣(𝑋𝑖)
.

	 (1) 

   𝐴𝑅/0.123	(𝑋) =
𝑊𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡	(𝑋)
∑ 𝑊𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡(𝑋𝑖).

 (2) 

   𝐴𝑅:;<3	(𝑋) =
𝐶𝑜𝑠𝑡	(𝑋)

∑ 𝐶𝑜𝑠𝑡(𝑋𝑖). 	 
(3) 

 

ここに，𝐼𝑛𝑣(𝑋)：製品 X のインベントリデータ 
      𝐴𝑅(𝑋)：製品 X の配分率 
      𝑊𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡(𝑋)：製品 X の重量 
      𝐶𝑜𝑠𝑡(𝑋)：製品 X のコスト 
     	 ∑ 𝑋𝑖. ：各産業における全ての製品 

表－5 各製品の重量，コスト 

(a) 鉄鋼産業 

 総重量 総コスト 
鋼材 94430 千 t 56658 億円 

高炉スラグ 24840 千 t 1987 億円 
製鋼スラグ 15080 千 t 603 億円 
製品合計 134350 千 t 59248 億円 

 
(b) 発電（石炭火力） 

 総重量 総コスト 
電力 106970 千 t 90639 億円 

フライアッシュ 400 千 t 48 億円 
せっこう 1940 千 t 39 億円 
製品合計 109310 千 t 90726 億円 

 

 
配分する環境負荷のデータは鉄鋼産業では表－2 を，

発電（石炭火力）では表－4 を用いた。配分の基準とな

る各製品の重量，コストを表－5 に示す。なお，本研究

のコストのデータ 20-22)は同年度ではないが，0.5〜1.5 倍

の範囲でのコストの変化は評価結果に影響を及ぼすもの

の，配分手法による影響と比較すると小さいことを確認

している。また，重量配分では全ての製品を重量で示す

必要があるが，発電（石炭火力）の主製品である電力は

電力量（kWh）で示されるため，重量に換算した。具体

的には，電力 3537 億(kWh)を単位発熱量 8.68(MJ/kWh)23)

で熱量換算したものを，石炭の単位発熱量28.70(MJ/kg)23)

で除して石炭質量に換算し，電力の重量として扱った。 

鉄鋼産業において配分した結果を表－6 に，発電（石

炭火力）において配分した結果を表－7 に示す。鉄鋼産

業における重量配分では副産物の配分率が特に高く，

30%程度の環境負荷が副産物に配分された。発電（石炭

火力）では副産物への配分率は 3%以下とあまり高くな

いが，発電（石炭火力）の総環境負荷が鉄鋼産業と比べ

て大きいため，配分量自体は多い。また，いずれの産業

も副産物への配分率は，コスト配分より重量配分の方が

大きくなった。これは，主製品の方が副産物よりも単価

が高いことが原因である。 

 セメント産業が他産業で製造された副産物を製品製造

過程で使用することによる環境負荷は，表－6，表－7に

示される各製品の環境負荷を使用量に応じてセメント産

業の評価に計上した。 
2.3 評価指標 
評価には日本版被害算定型影響評価手法（LIME3）24)

を用いた。LIME3 は 2003 年に LCA 国家プロジェクトと

連携し，開発された評価手法（LIME）の最新版であり，

他の研究内容と比較し，妥当性の検証が行われている。

環境影響評価にあたっては，環境負荷を負の値，環境負

荷の削減貢献（環境貢献）を正の値として次式に基づき

算出した。 
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製品 X の環境影響統合化結果 (IR) 

=, , @𝐼𝑛𝑣(𝑋) × 𝐼𝐹B
CDEF:3G

CDEF:3CHI

 (4) 

 
ここに，𝐼𝑛𝑣(𝑋)：製品 X のインベントリデータ 

    𝐼𝐹B
CDEF:3

：インベントリ項目の影響領域 
Impact に関する統合化係数 

 

本研究では，地球温暖化，大気汚染，光化学オキシダ

ント，鉱物・化石資源消費，森林資源消費，水消費，廃

棄物の 7 つの影響領域を対象とした。LIME3 における廃

棄物排出による環境影響のエンドポイントは，廃棄物処

理施設の建設に伴う土地の改変および廃棄物処分（埋立）

空間の消失の二つである。そのため，廃棄物使用は廃棄

物の埋立てにより発生する環境負荷を回避したものとみ

なし，マイナスの環境負荷として扱った。評価は以下の

ように副産物の環境負荷の扱いが異なる三つの Case で

行った。 
 
Case1：副産物の環境負荷なし 
Case2：重量配分を行った副産物の環境負荷を考慮 
Case3：コスト配分を行った副産物の環境負荷を考慮 

3. 評価結果 
3.1 各産業の評価結果 

Case1~3 における各産業の評価結果を図－2 に示す。

Case1 における評価では，セメント産業のみ正の値を示

し，セメント産業はセメントを製造することで環境負荷

低減に貢献していると考えられる。セメント産業の評価

値が高いのは，二酸化炭素排出などの負荷に比べ，廃棄

物活用による貢献が大きいためである。また，各産業の

製造時に大きな影響を与える環境影響領域が定量的に示

された。セメント産業では廃棄物や地球温暖化，鉄鋼産

業では鉱物・化石資源や地球温暖化，製紙産業では廃棄

物や森林資源，発電（石炭火力）では地球温暖化や鉱物・

化石資源，廃棄物が環境に大きな影響を与えることが示

された。 
副産物製造及び使用時の環境負荷を考慮しても，各産

業の主製品の環境影響の正負が入れ変わるほど大きな変

化はなく，依然としてセメント産業の貢献が大きい結果

となった。しかし，副産物の使用量，製造量が多いセメ

ント産業や鉄鋼産業では評価値が変化することが示され

た。Case2 の評価値の変化は，Case3 に比べ非常に大きい。

副産物への環境負荷の配分率がコスト配分より，重量配

分の方が大きいためである。セメント産業では副産物の

使用量が多く，セメント製造の環境貢献が 30%程度小さ

表－6 鉄鋼産業における環境負荷配分結果 

 
重量配分 コスト配分 

鋼材 高炉スラグ 製鋼スラグ 鋼材 高炉スラグ 製鋼スラグ 

環境負荷物質 
排出量 

CO2 1334 kg/t 1334 kg/t 1334 kg/t 1829 kg/t 203 kg/t 95 kg/t 
SOX 0.42 kg/t 0.42 kg/t 0.42 kg/t 0.58 kg/t 0.06 kg/t 0.03 kg/t 
NOX 0.64 kg/t 0.64 kg/t 0.64 kg/t 0.87 kg/t 0.10 kg/t 0.05 kg/t 

ばいじん 0.04 kg/t 0.04 kg/t 0.04 kg/t 0.053 kg/t 0.006 kg/t 0.003 kg/t 

天然原料及び 
熱エネルギー

消費量 

鉄鉱石 1018 kg/t 1018 kg/t 1018 kg/t 1396 kg/t 155 kg/t 73 kg/t 
原料炭 440 kg/t 440 kg/t 440 kg/t 603 kg/t 67 kg/t 31 kg/t 
石灰石 90 kg/t 90 kg/t 90 kg/t 123 kg/t 14 kg/t 6 kg/t 
石油系 152 kg/t 152 kg/t 152 kg/t 207 kg/t 23 kg/t 11 kg/t 

廃棄物 
使用 3.3 kg/t 3.3 kg/t 3.3 kg/t 4.6 kg/t 0.5 kg/t 0.2 kg/t 
排出 130.2 kg/t 130.2 kg/t 130.2 kg/t 178.6 kg/t 19.8 kg/t 9.3 kg/t 

水資源 9.5 m3/t 9.5 m3/t 9.5 m3/t 13.1 m3/t 1.5 m3/t 0.7 m3/t 
購入電力 254 kWh/t 254 kWh/t 254 kWh/t 348 kWh/t 39 kWh/t 18 kWh/t 
配分率 70.3 % 18.5 % 11.2 % 95.6 % 3.4 % 1.0 % 

 

 
表－7 発電（石炭火力）における環境負荷配分結果 

 
重量配分 コスト配分 

電力 
フライ 

アッシュ 
せっこう 電力 

フライ 
アッシュ 

せっこう 

環境負荷物質 
排出量 

CO2 923 kg/103kWh 3051 kg/t 3051 kg/t 942 kg/103kWh 419 kg/t 70 kg/t 
SOX 0.20 kg/103kWh 0.65 kg/t 0.65 kg/t 0.20 kg/103kWh 0.09 kg/t 0.02 kg/t 
NOX 0.29 kg/103kWh 0.97 kg/t 0.97 kg/t 0.30 kg/103kWh 0.13 kg/t 0.02 kg/t 

ばいじん N/A  N/A N/A N/A N/A N/A 
天然資源 
消費量 

石炭 282 kg/103kWh 932 kg/t 932 kg/t 288 kg/103kWh 128 kg/t 21 kg/t 
石灰石 5.0 kg/103kWh 16.5 kg/t 16.5 kg/t 5.1 kg/103kWh 2.3 kg/t 0.4 kg/t 

廃棄物排出量 石炭灰 22.2 kg/103kWh 73.5 kg/t 73.5 kg/t 22.7 kg/103kWh 10.1 kg/t 1.7 kg/t 
水消費 N/A N/A N/A N/A N/A N/A 

配分率 97.86 % 0.37 % 1.77 % 99.90 % 0.05 % 0.04 % 
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くなる。鉄鋼産業では，高炉スラグや製鋼スラグに負荷

が配分されるため，鋼材製造の環境負荷が 30%程度小さ

くなる。一方，製紙産業，発電（石炭火力）では，副産

物の環境負荷を考慮することによる評価値の変化は小さ

い。製紙産業では購入電力のみが環境負荷配分の影響を

受けるが，その影響が相対的に小さいことが原因である。

発電（石炭火力）では主製品である電力の製造量が副産

物と比較して非常に多く，電力の環境負荷の配分率も高

いため，評価値の変化は小さい。 

3.2 各種セメントの評価結果 
 Case1~3 における各種セメントの評価結果を図－3 に

示す。いずれの Case の評価においても，混合セメントに

比べ，ポルトランドセメントの環境貢献が大きいと評価

された。また，Case2 の評価において BB は高炉スラグを

使用することにより，鉄鋼産業で発生した環境負荷を多

く受け持つこととなり，合計の評価値は負の値を示した。

鉄鋼産業では鉱物・化石資源消費の影響が大きいため，

Case2 の BB も資源消費による負の環境影響が大きい。

Case3 の評価においても，Case2 と同様に資源消費による

BB の環境負荷は PC より大きい。したがって，副産物の

環境負荷を考慮すると，副産物を活用することが必ずし

も資源消費による環境負荷の低減にはつながらないこと

が示された。Case2 の評価において FB はフライアッシュ

を使用することにより，発電（石炭火力）で発生した地

球温暖化などの環境負荷を多く受け持つこととなり，評

価値は減少した。Case3 の評価においても，FB の評価値

はわずかに減少した。また，地球温暖化のみに関する評

価結果においても，副産物の環境負荷を考慮することで，

混合セメントの利用が必ずしも環境負荷低減に繋がらな

いことが示された。Case2 の評価では，混合セメント（BB，
FB）の地球温暖化よる環境負荷は PC よりも大きくなっ

た。この結果は，一般的に浸透している混合セメントの

 

 
(a) セメントの評価結果 

 
(b) 鋼材の評価結果 

 
(c) 紙・板紙の評価結果 

 
(d) 電力の評価結果 

図－2 Case1〜3における各産業の評価結果 

 

 
(a) 全体の評価結果 

 
(b) 地球温暖化のみの評価結果 

図－3 Case1〜3における各種セメントの評価結果 
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利用は環境負荷低減に繋がるという考え方と相反するも

のである。一方，Case3 の評価では，混合セメント（BB，
FB）の地球温暖化による環境負荷はわずかに増加したが，

依然として PC よりも環境負荷は小さい。 
 ただし，これらの混合セメントに対する環境負荷配分

の影響は混合材の各供給源と連動しており，供給源の評

価値の変動により混合セメントの環境負荷配分の影響の

程度が変動することが考えられる。 
 

4. まとめ 
セメント産業の廃棄物活用の貢献の程度を相対的に

確認することを目的に，セメント産業，鉄鋼産業，製紙

産業，発電（石炭火力）の製品製造を対象に多領域の環

境影響を包括した定量的な評価を行った。また，副産物

製造時の環境負荷配分が評価結果に及ぼす影響を考察し

た。以下に本研究で得られた知見をまとめる。 

(1) セメント産業の評価結果は正の値を示し，環境貢献

が高いことが示された。セメント産業において二酸

化炭素排出などの負荷に比べ，廃棄物活用による貢

献が大きいためである。 

(2) 副産物製造時の環境負荷を重量を用いて考慮する

と，副産物の使用量，製造量が多いセメント産業や

鉄鋼産業では評価値が大きく変化する。 

(3) いずれの環境負荷配分手法を適用しても，PCの評

価値は混合セメントより大きいことが示された。ま

た，副産物への環境負荷配分により全てのセメント

の評価値が減少した。特に重量配分を行うことで混

合セメントの評価値は大きく減少した。 
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